
国 都 街 発 第 １ １ 号

平成２３年５月１２日

各都道府県担当部局長 殿

国土交通省都市・地域整備局

街路交通施設課長

自動二輪車の駐車対策について（通知）

各位におかれましては、日頃より自転車駐車場行政の推進に御尽力を賜り、厚く御礼申

し上げます。

自動二輪車の駐車対策については、従前より、駐車場政策担当者会議等において、各位

に対し、その推進を図られるよう周知を行ってきたところですが、未だに不足しており、

その充実が求められております。

自動二輪車駐車場の確保のためには、既存の駐車場や自転車駐車場において、自動二輪

車を受入れる取組が重要です。以下の三点を参考に、積極的な受入れを進めて頂きますよ

うお願いします。

なお、貴管内市区町村（駐車場施策及び自転車駐車場施策担当。政令指定都市を除く。）

に対しても、この旨周知徹底方お願いします。

１．各位におかれては、自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合的推進に

関する法律（以下「自転車法」という。）に基づく自転車駐車場の整備等の取組みが進

められているものと認識していますが、自転車駐車場における自動二輪車の受入れにつ

いても積極的に進めていくことが必要と考えられます。このため、平成２２年４月２０

日付（国都街発第６号）において、街路交通施設課長より「自転車駐車場における自動

二輪車の受入れについて」の通知を行ったところですが、引き続き、慢性的な自動二輪

車の駐車場不足を解消する観点から、自転車駐車場における自動二輪車の受入れを積極

的に推進していただきますよう、宜しくお願い申し上げます。

特に、125ccまでの自動二輪車については、比較的需要が高く、駐車場が不足してい

る状況です。125ccまでの自動二輪車の駐車施設については、平成22年9月末時点におい

て26都市、319箇所の自転車駐車場において約47,000台分が確保されている実績があり、

積極的に自転車駐車場の管理条例の改正等による対応を推進して頂きますようお願いし

ます。
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関する法律（以下「自転車法」という。）に基づく自転車駐車場の整備等の取組みが進

められているものと認識していますが、自転車駐車場における自動二輪車の受入れにつ

いても積極的に進めていくことが必要と考えられます。このため、平成２２年４月２０
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特に、125ccまでの自動二輪車については、比較的需要が高く、駐車場が不足してい

る状況です。125ccまでの自動二輪車の駐車施設については、平成22年9月末時点におい
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２．既設の駐車場および自転車駐車場に自動二輪車を受入れるために改良することと「補

助金等に係る予算の執行の適性化に関する法律」第22条の規定に基づく財産処分の規定

の関係については次の通りです。これを踏まえ、既設の駐車場及び自転車駐車場への受

入れのための改良の取組を積極的に検討されますようお願いいたします。

［財産処分の規定について］

補助金等の交付の目的に反して使用しない場合は、当該規定に抵触することはあり

ません。例えば、補助金等の交付の目的が「安全で円滑な交通を確保し、魅力ある都

市・地域の将来像を実現するため、徒歩、自転車、自動車、公共交通の適正な分担が

図られた交通体系を確立し、もって公共の福祉に寄与すること」などの場合は、自動

二輪車を受入れるために改良することが交付の目的に反していると考えません。

３．これまでに国からの補助金が活用されず整備された民間駐車場について、自動二輪車

を受入れるための改良について設備投資に係る部分については、社会資本整備総合交付

金を活用した助成が可能です。以下を参照し、積極的な活用をお願いいたします。

［社会資本整備総合交付金の活用の考え方］

地方公共団体が当該交付金事業者に交付する補助金の額の2分の1又は事業の実施に

要する費用の3分の1のいずれか低い額とする

交付金の対象額

地方公共団体が事業者へ交付する補助金

2分の1

交付金の対象額

事業の実施に要する費用

3分の1

以 上


